
令和４年度

予 算 の 概 要

安　来　市

ys00868
スタンプ



（ページ）

◇ 令和4年度（2022年度）予算の概要 1

◇ 予算総括表 3

◇ 一般会計歳入予算款別内訳 4

◇ 一般会計歳出予算款別内訳 6

◇ 一般会計歳出予算性質別内訳 8

◇ 資料　一般会計当初予算額＆普通交付税の推移 10

◇ 資料　市税の推移 11

◇ 資料　性質別経費の推移 12

◇ 資料　普通建設事業費の推移 13

◇ 資料　特別会計繰出金等の推移 14

◇ 資料　基金現在高の推移 15

◇ 資料　年度別地方債現在高及び借入・償還額の推移 16

◇ 資料　財政力指数＆経常収支比率＆実質公債費比率の推移 17

※構成割合については表示単位未満四捨五入のため合計が100.0%にならない場合があります。

目            次



令和４年度（２０２２年度）予算の概要 

 

Ⅰ．予算編成の背景 

  政府は、令和３年１２月３日に「令和４年度予算編成の基本方針」を閣議決定すると

ともに、同月２３日に「令和４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」を閣議

了解し、これに基づいて同月２４日、令和４年度予算政府案を閣議決定した。 

  この予算編成の基本的考え方として、「我が国経済は、新型コロナウイルス感染症によ

る厳しい状況が徐々に緩和されつつあるものの、引き続き持ち直しの動きに弱さがみら

れる。先行きについては、経済社会活動が正常化に向かう中で、各種政策の効果や海外

経済の改善もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、供給面での制

約や原材料価格の動向による下振れリスクに十分注意する必要がある。」としている。 

  経済の先行きについては、「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止、「ウィズコロ

ナ」下での社会経済活動の再開となる次なる危機への備え、未来社会を切り拓く「新し

い資本主義」の起動、防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保を柱とする

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を策定したところであり、これを速やか

に実行に移していく。」こととしている。 

  経済財政運営に当たっては、「最大の目標であるデフレからの脱却を成し遂げる。危機

に対する必要な財政支出は躊躇なく行い、万全を期する。経済あっての財政であり、ま

ずは、経済をしっかり立て直す。そして、財政健全化に向けて取り組んでいく。」とし、

その上で、「成長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」をコンセプトとす

る新しい資本主義の実現を掲げ、成長の果実をしっかりと分配することで成長を実現す

る。」こととしている。 

  この方針に基づいて編成された令和４年度一般会計予算の規模は、１０７兆５，９６

４億円（前年度比９，８６７億円、０．９％増）となっている。また「令和４年度の経

済見通しと経済財政運営の基本的態度」においては、令和４年度の国内総生産は５６４．

６兆円程度、名目成長率は３．６％程度、実質成長率は３．２％程度となるものと見込

まれている。 

  また、地方財政対策では、交付団体をはじめ地方が安定的な財政運営を行うために必

要となる一般財源総額について、令和３年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質

的に同水準を確保することを基本として地方財政対策を講ずることとした。その概要は

次のとおりである。 

 

１ 地方財源の確保  

一般財源総額 ６２兆 １３５億円 (前年度比 203 億円 0.0％） 

①地方税 ４１兆２，３０５億円 ( 同 3 兆 1,503 億円 8.3％） 

②地方譲与税 ２兆５，９７８億円 ( 同 7,759 億円 42.6％） 

③地方交付税 １８兆  ５３８億円 ( 同 6,153 億円 3.5％） 

④地方特例交付金 ２，２６７億円 ( 同 △1,310億円 △36.6％） 

⑤臨時財政対策債 １兆７，８０５億円 ( 同 △3兆 6,992 億円 △67.5％） 
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２ 地方交付税の確保 

 総 額       １８兆  ５３８億円（前年度比 6,153 億円、3.5％） 

①地方交付税の法定率分等             １５兆６，４０４億円 

 ・所得税、法人税、酒税、消費税の法定率分    １５兆９，３１４億円 

 ・国税減額補正精算分等               △２，９１０億円 

②一般会計における加算措置（既住法定分等）         １５４億円 

③特別会計（地方法人税法定率分等）         ２兆３，９８０億円 

 

３ 地方債計画（通常収支分） 

総 額 １０兆１，７９９億円 （前年度比 △3兆 4,574 億円、 △25.4％） 

うち一般会計債 ５兆６，７１７億円 （ 同 667 億円、 1.2％） 

うち公営企業債 ２兆６，４７７億円 （ 同 1,751 億円、 7.1％） 

うち臨時財政対策債  １兆７，８０５億円 （ 同 △3兆 6,992 億円、 △67.5％） 

 

Ⅱ．予算編成の基本的な考え方 

令和４年度の当初予算編成については、新型コロナウイルス感染症の影響がある中、

「次の世代に繋げる安来市」を目指し、第２次安来市総合計画の将来像「人が集い 未

来を拓くものづくりと文化のまち」の実現に向けた施策、及び安来市まち・ひと・しご

と創生総合戦略による人口減少対策と安来市の創生を目的とした施策への取り組みを

重点的かつ着実に推進することとし、中期財政計画を踏まえ、所要の経費を措置するも

のとした。 

同時に、一層の行財政改革を進めるとともに、財政運営のさらなる健全化を図るため、

予算編成作業では、「歳入に見合った歳出」を念頭に、職員一人ひとりがコスト意識を

持って施策の優先順位を洗い出し、前例や既成概念にとらわれない徹底した節約や歳入

歳出両面での見直しを行った。 

さらに、第４次行政改革大綱、同実施計画で位置づけた取り組みを確実に実施するこ

とで歳出の適正化、将来負担の軽減を図り、特に市の保有する公共施設については、最

適な維持管理、運営を行うため、公共施設等総合管理計画を着実に推進するものとし、

将来のまちづくりへの取り組みに向けた予算となるよう措置した。 

     

Ⅲ．一般会計予算 

 

１ 歳入歳出予算 

   総 額 ２５１億５，０００万円 

（前年度比  ２億９，０００万円 増減率１．２％） 
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本年度
予算額

前年度
予算額

比較増減 増減率

　一　般　会　計 25,150,000 24,860,000 290,000 1.2

　特　別　会　計 11,186,550 11,378,050 △ 191,500 △ 1.7

国 民 健 康 保 険 事 業 3,890,000 4,302,000 △ 412,000 △ 9.6

後期高齢者医療事業 1,183,000 1,163,500 19,500 1.7

介 護 保 険 事 業 5,157,000 5,011,100 145,900 2.9

電 気 事 業 83,100 71,000 12,100 17.0

生 活 排 水 処 理 事 業 873,000 830,000 43,000 5.2

母 里 財 産 区 180 180 0 0.0

井 尻 財 産 区 150 150 0 0.0

赤 屋 財 産 区 120 120 0 0.0

36,336,550 36,238,050 98,500 0.3

予　算　総　括　表

（単位：千円・％）

会 計 名

合　　　計
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本年度
予算額

前年度
予算額

比　較 伸　率 構成割合

1. 市 税 4,966,055 4,950,133 15,922 0.3 19.7

2. 地 方 譲 与 税 281,501 264,001 17,500 6.6 1.1

3. 利 子 割 交 付 金 6,000 5,500 500 9.1 0.0

4. 配 当 割 交 付 金 14,000 14,000 0 0.0 0.1

5. 株 式 等 譲渡 所得 割交 付金 19,600 12,500 7,100 56.8 0.1

6. 法 人 事 業 税 交 付 金 50,000 50,000 0 0.0 0.2

7. 地 方 消 費 税 交 付 金 976,000 689,000 287,000 41.7 3.9

8. 環 境 性 能 割 交 付 金 14,000 14,000 0 0.0 0.1

9. 地 方 特 例 交 付 金 25,300 33,000 △ 7,700 △ 23.3 0.1

10. 地 方 交 付 税 9,660,000 9,560,000 100,000 1.0 38.4

普 通 交 付 税 8,600,000 8,500,000 100,000 1.2 34.2

特 別 交 付 税 1,060,000 1,060,000 0 0.0 4.2

11. 交 通 安 全対 策特 別交 付金 5,745 5,457 288 5.3 0.0

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 112,941 95,948 16,993 17.7 0.4

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 408,443 417,484 △ 9,041 △ 2.2 1.6

14. 国 庫 支 出 金 2,624,828 2,511,035 113,793 4.5 10.4

15. 県 支 出 金 2,088,969 1,819,920 269,049 14.8 8.3

16. 財 産 収 入 14,317 11,135 3,182 28.6 0.1

17. 寄 附 金 610,002 610,002 0 0.0 2.4

18. 繰 入 金 1,350,079 1,362,873 △ 12,794 △ 0.9 5.4

19. 繰 越 金 1 1 0 0.0 0.0

20. 諸 収 入 382,619 438,111 △ 55,492 △ 12.7 1.5

21. 市 債 1,539,600 1,995,900 △ 456,300 △ 22.9 6.1

臨 時 財 政 対 策 債 200,000 691,000 △ 491,000 △ 71.1 0.8

25,150,000 24,860,000 290,000 1.2 100.0

款

歳　入　合　計

（単位：千円・％）

一般会計歳入予算款別内訳
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（単位：千円）

4年度 3年度 比較

自主財源 7,844,457 7,885,687 △ 41,230

依存財源 17,305,543 16,974,313 331,230

25,150,000 24,860,000 290,000

（市税、分担金負担金、使用料手数料、財産収入、繰入金、諸収入等）

（地方譲与税、地方交付税、国庫支出金、県支出金、交付金等、市債）

区　　　　分

合　　　　計

市税 19.7%

分担金負担金 0.4%

使用料手数料 1.6%

財産収入 0.1%

繰入金 5.4%

諸収入等 3.9%

地方譲与税 1.1%

地方交付税 38.4%

国庫支出金 10.4%

県支出金 8.3%

交付金等 4.4%

市債 6.1%

自主財源 31.2%

依存財源 68.8%

４年度

市税 19.9%

分担金負担金 0.4%

使用料手数料 1.7%

財産収入 0.0%

繰入金 5.5%

諸収入等 4.2%

地方譲与税 1.1%

地方交付税 38.5%

国庫支出金 10.1%

県支出金 7.3%

交付金等 3.3%

市債 8.0%

自主財源 31.7%

依存財源 68.3%

３年度
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1. 議 会 費 179,359 189,085 △ 9,726 △ 5.1 0.7

2. 総 務 費 2,729,837 2,502,592 227,245 9.1 10.9

3. 民 生 費 7,291,147 7,130,129 161,018 2.3 29.0

4. 衛 生 費 2,262,063 2,243,316 18,747 0.8 9.0

5. 労 働 費 156,774 160,685 △ 3,911 △ 2.4 0.6

6. 農林水産業費 1,750,901 1,467,397 283,504 19.3 7.0

7. 商 工 費 727,865 794,806 △ 66,941 △ 8.4 2.9

8. 土 木 費 2,075,672 2,199,207 △ 123,535 △ 5.6 8.3

9. 消 防 費 968,411 851,971 116,440 13.7 3.9

10. 教 育 費 2,139,015 2,635,979 △ 496,964 △ 18.9 8.5

11. 災 害 復 旧 費 248,382 85,247 163,135 191.4 1.0

12. 公 債 費 3,930,515 3,945,649 △ 15,134 △ 0.4 15.6

13. 諸 支 出 金 670,059 633,937 36,122 5.7 2.7

14. 予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1

25,150,000 24,860,000 290,000 1.2 100.0

国県支出金 地方債 その他

1. 議 会 費 179,359 0 0 0 179,359

2. 総 務 費 2,729,837 174,197 120,200 619,340 1,816,100

3. 民 生 費 7,291,147 3,023,703 118,800 258,737 3,889,907

4. 衛 生 費 2,262,063 152,220 12,000 305,486 1,792,357

5. 労 働 費 156,774 0 0 150,000 6,774

6. 農林水産業費 1,750,901 729,638 123,500 36,482 861,281

7. 商 工 費 727,865 18,061 71,400 146,386 492,018

8. 土 木 費 2,075,672 345,430 361,700 70,347 1,298,195

9. 消 防 費 968,411 0 204,500 23,630 740,281

10. 教 育 費 2,139,015 50,996 237,800 267,317 1,582,902

11. 災 害 復 旧 費 248,382 151,531 89,700 1,900 5,251

12. 公 債 費 3,930,515 970 0 126,347 3,803,198

13. 諸 支 出 金 670,059 41,060 0 612,643 16,356

14. 予 備 費 20,000 0 0 0 20,000

25,150,000 4,687,806 1,339,600 2,618,615 16,503,979

本年度
予算額

前年度
予算額

比　較

一般会計歳出予算款別内訳
（単位：千円・％）

伸　率款 構成割合

款

歳　出　合　計

歳　出　合　計

（単位：千円）

本年度
予算額

特定財源
一般財源
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議会費 0.7%

総務費 10.9%

民生費 29.0%

衛生費 9.0%

労働費 0.6%

農林水産業費 7.0%

商工費 2.9%

土木費 8.3%

消防費 3.9%

教育費 8.5%

災害復旧費 1.0% 公債費等 18.4%

４年度

議会費 0.8%

総務費 10.1%

民生費 28.7%

衛生費 9.0%

労働費 0.6%

農林水産業費 5.9%
商工費 3.2%

土木費 8.8%

消防費 3.4%

教育費 10.6%

災害復旧費 0.3%
公債費等 18.5%

３年度
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本年度
予算額

前年度
予算額

比　較 伸　率 構成割合

1. 人 件 費 4,716,267 4,807,384 △ 91,117 △ 1.9 18.8

2. 物 件 費 4,037,913 3,878,606 159,307 4.1 16.1

3. 維 持 補 修 費 150,252 144,036 6,216 4.3 0.6

4. 扶 助 費 3,614,265 3,643,572 △ 29,307 △ 0.8 14.4

5. 補 助 費 等 2,843,271 3,052,463 △ 209,192 △ 6.9 11.3

6. 投 資 的 事 業 費 2,724,284 2,304,738 419,546 18.2 10.8

普 通 建 設 2,475,902 2,219,491 256,411 11.6 9.8

災 害 復 旧 248,382 85,247 163,135 191.4 1.0

7. 公 債 費 3,930,515 3,945,649 △ 15,134 △ 0.4 15.6

8. 出 資 金 貸 付 金 177,360 177,760 △ 400 △ 0.2 0.7

9. 積 立 金 669,846 633,725 36,121 5.7 2.7

10. 繰 出 金 2,266,027 2,252,067 13,960 0.6 9.0

11. 予 備 費 20,000 20,000 0 0.0 0.1

25,150,000 24,860,000 290,000 1.2 100.0

一般会計歳出予算性質別内訳

（単位：千円・％）

項　目

歳　出　合　計
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（単位：千円）

4年度 3年度 比較

 義務的経費 12,261,047 12,396,605 △ 135,558

 投資的経費 2,724,284 2,304,738 419,546

 その他の経費 10,164,669 10,158,657 6,012

25,150,000 24,860,000 290,000

区　　　　分

（人件費、扶助費、公債費）

（普通建設、災害復旧）

合　　　　計

（物件費、維持補修費、補助費等、
　　　　　　出資金貸付金、　積立金、繰出金、予備費）

人件費 18.8%

扶助費 14.4%

公債費 15.6%

普通建設 9.8%

災害復旧 1.0%

物件費 16.1%
維持補修費 0.6%

補助費等 11.3%

出資金貸付金 0.7%

積立金 2.7%

繰出金等 9.1%

義務的経費 48.8%

投資的経費 10.8%

その他の経費 40.4%

４年度

人件費 19.3%

扶助費 14.7%

公債費 15.9%

普通建設 8.9%

災害復旧 0.3%

物件費 15.6%

維持補修費 0.6%

補助費等 12.3%

出資金貸付金 0.7%

積立金 2.5%

繰出金等 9.1%

義務的経費 49.9%

投資的経費 9.3%

その他の経費 40.9%

３年度
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【一般会計当初予算額の推移】
(単位：千円)

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

予    算    額 27,770,000 29,200,000 27,600,000 24,930,000 23,973,000 24,492,665 24,860,000 25,150,000

対前年度額 3,340,000 1,430,000 △ 1,600,000 △ 2,670,000 △ 957,000 519,665 367,335 290,000

対前年度比 13.7% 5.1% △ 5.5% △ 9.7% △ 3.8% 2.2% 1.5% 1.2%

【普通交付税の推移】
（単位：千円）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

普通交付税 8,210,811 8,097,899 7,862,230 7,593,413 7,706,144 8,377,833 8,833,219 8,600,000

臨 　財 　債 879,900 701,000 704,800 675,600 519,200 563,100 497,700 200,000

合         計 9,090,711 8,798,899 8,567,030 8,269,013 8,225,344 8,940,933 9,330,919 8,800,000

※R2までは決算額、R3は決算見込額、R4は当初予算額
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【市税の推移】
(単位：千円)

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

個 人 市 民 税 1,563,701 1,584,729 1,612,697 1,638,407 1,618,533 1,578,120 1,499,100 1,496,100

法 人 市 民 税 207,315 261,957 402,299 384,173 269,066 184,044 169,100 169,900

固 定 資 産 税 2,684,967 2,813,489 2,942,807 2,880,819 3,032,433 3,040,720 2,962,892 2,929,455

そ     の     他 379,738 389,297 346,461 376,057 374,035 373,976 375,400 370,600

市     税     計 4,835,721 5,049,472 5,304,264 5,279,456 5,294,067 5,176,860 5,006,492 4,966,055

※R2までは決算額、R3は決算見込額、R4は当初予算額
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【性質別経費の推移】
当初予算比較 （単位：千円）

区　　　　分 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

人 　件 　費 4,454,288 4,491,810 4,451,979 4,398,138 4,440,911 4,805,244 4,807,384 4,716,267

扶　 助　 費 3,373,410 3,720,747 3,635,790 3,545,488 3,582,505 3,571,917 3,643,572 3,614,265

公 　債　 費 3,683,437 3,731,200 3,739,332 3,708,600 3,774,000 4,149,063 3,945,649 3,930,515

物 　件 　費 3,461,399 3,640,809 3,880,288 3,867,141 4,063,274 3,572,296 3,878,606 4,037,913

維持補修費 159,588 139,363 135,736 137,604 158,756 143,572 144,036 150,252

補 助 費 等 1,734,218 1,732,209 2,040,392 2,128,346 2,202,398 2,916,408 3,052,463 2,843,271

合　　　 　計 16,866,340 17,456,138 17,883,517 17,785,317 18,221,844 19,158,500 19,471,710 19,292,483
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【普通建設事業費の推移】
当初予算比較

区　　　分 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

補助事業 764,709 930,279 1,304,668 1,056,953 988,805 983,685 861,797 904,603

単独事業 5,468,827 7,139,740 4,598,313 2,404,681 1,068,496 1,248,762 1,357,694 1,571,299

合　　　計 6,233,536 8,070,019 5,902,981 3,461,634 2,057,301 2,232,447 2,219,491 2,475,902

対前年増減額 1,374,478 1,836,483 △ 2,167,038 △ 2,441,347 △ 1,404,333 175,146 △ 12,956 256,411

対前年増減率 28.3% 29.5% △ 26.9% △ 41.4% △ 40.6% 8.5% △ 0.6% 11.6%

②H25以前を非表示にする

③R3の予算額を入力

④グラフを更新する

（単位：千円）
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【特別会計繰出金等の推移】
当初予算比較 （単位：千円）

区　　　分 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

国民健康保険事業 279,537 320,067 354,151 335,675 321,503 338,001 322,935 313,049

後期高齢者医療事業 637,080 665,355 690,610 672,166 630,976 675,251 692,305 678,274

介護保険事業 761,584 719,138 735,321 730,354 795,670 793,472 785,604 804,184

生活排水処理事業 1,043,000 1,040,000 1,110,000 1,144,300 1,155,200 470,736 451,012 470,308

下水道事業 713,852 795,477 686,321

水道事業 1,140 960 120,000 185,205 181,584 183,335 186,343 184,895

簡易水道事業 281,429 322,522 上水道事業に統合

病院事業 540,000 505,000 570,000 600,000 688,000 624,000 624,000 600,000

合　　計 3,543,770 3,573,042 3,580,082 3,667,700 3,772,933 3,798,647 3,857,676 3,737,031
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【基金現在高の推移】
土地開発基金を除く普通会計に係るもの (単位：千円)

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

財政調整基金 2,265,543 1,838,468 1,713,667 1,404,296 878,496 578,708 728,791 528,931

減  債  基  金 396,221 396,340 396,379 396,520 396,582 176,643 176,678 176,767

庁舎等整備基金 1,386,603 1,190,840 795,540 646,876 576,495 401,897 252,990 94,417

地域振興基金 1,834,019 1,697,622 1,555,873 1,384,972 1,140,530 957,439 774,066 587,952

そ     の     他 3,728,564 3,622,078 3,283,520 3,268,036 3,210,494 3,293,845 3,252,582 3,141,809

合　　　　　　計 9,610,950 8,745,348 7,744,979 7,100,700 6,202,597 5,408,532 5,185,107 4,529,876

※R2までは決算額、R3以降は決算見込額
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【年度別地方債現在高及び借入・償還額の推移】
(単位：千円)

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

5,125,400 7,643,300 4,437,300 3,292,400 2,085,100 1,906,400 2,369,900 1,539,600

3,644,102 3,679,256 3,735,677 3,681,632 3,743,387 4,772,491 4,184,621 3,927,515

元金 3,333,284 3,416,982 3,512,515 3,496,364 3,588,906 4,647,784 4,090,322 3,845,051

利子 310,818 262,274 223,162 185,268 154,481 124,707 94,299 82,464

33,328,018 37,554,336 38,479,021 38,275,057 36,771,251 34,029,867 32,309,445 30,003,994

対前年度額 1,791,016 4,226,318 924,685 △ 203,964 △ 1,503,806 △ 2,741,384 △ 1,720,422 △ 2,305,451

対前年度比 5.7% 12.7% 2.5% △ 0.5% △ 3.9% △ 7.5% △ 5.1% △ 7.1%

※R2までは決算額、R3は決算見込額、R4は当初予算額

必要のない年度を非表示にする。
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【財政力指数の推移】（３ヵ年平均）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

※R2までは決算数値、R3は確定数値、R4は中期財政計画からの見込値

【経常収支比率の推移】
(単位：％)

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

※R2までは決算数値、R3以降は中期財政計画からの見込値

【実質公債費比率の推移】（３ヵ年平均）
(単位：％)

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

※R2までは決算数値、R3以降は中期財政計画からの見込値
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